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「機械の包括的な安全基準に関する指針」の改正について

機械の包括的な安全基準に関する指針（以下「指針」という。）については、平成13年6
月１日付け基発第501号「機械の包括的な安全基準に関する指針について」（以下「501号
通達」という。）により公表し、その周知を図ってきたところであるが、先般、労働安全

衛生法（以下「法」という。）が改正され、危険性又は有害性等の調査及びその結果に基

づく措置の実施が努力義務化されたこと、また、機械類の安全性に関する国際規格等が制

定されたこと等を踏まえ、機械の製造段階から使用段階にわたる一層の安全確保を図るた

め、同指針を別添のとおり改正したので、下記に留意の上、機械の設計、製造、改造等

又は輸入（以下「製造等」という。）を行う者及び機械を労働者に使用させる事業

者に対し、本指針の周知を図るとともに、必要な指導等を行うことにより、機械に

よる労働災害の一層の防止に努められたい。

また、関係事業者団体に対しても別紙１及び別紙２により本指針の周知等を図る

よう協力を要請したので了知されたい。

なお、501号通達は、本通達をもって廃止する。

記

１ 指針の目的について

指針は、すべての機械に適用できる包括的な安全確保の方策に関する基準を示

したものであり、機械の製造等を行う者及び機械を労働者に使用させる事業者の

両者が、この指針に従って機械の安全化を図っていくことを目的としたものであ

ること。

指針においては、安全な機械の製造等及び機械の安全な使用に当たって行うべ

き具体的な保護方策を示しているが、保護方策はこれに限定されるものではなく、

機械の製造等を行う者及び機械を労働者に使用させる事業者は、個々の機械の危

険性又は有害性等に応じて、有効と考えられる保護方策を行うことが必要である

こと。



２ 指針に基づく機械の安全化の手順について

本指針に基づく機械の安全化の手順は、別図に示すとおりであること。

３ 機械の製造等を行う者の実施事項について

(1) 機械の製造等を行う者が実施すべき保護方策について
ア 機械の安全化を図るためには、まず機械の製造等を行う者が、製造等を行う機

械に係る危険性又は有害性等の調査を実施し、適切なリスクの低減が達成されて

いるかどうかを検討し、その結果に基づいて保護方策を実施することが必要で

あること。

イ 保護方策の実施に当たっては、リスクの低減が確実に行われる保護方策を優

先して実施することが重要であり、指針第2の6の(1)の優先順位に従い、機械
を操作する労働者の知識、安全意識等に頼らない設備上の保護方策を優先して

行うことにより、適切なリスクの低減を達成する必要があり、コストが上昇す

る又は操作性が低下する等の理由から安易に優先順位の低い保護方策に頼るこ

とは適当ではないこと。

(2) 使用上の情報の提供について

ア 機械の安全確保の方策は、機械の製造等を行う者によって十分に行われるこ

とが原則であるが、機械の製造等を行う者による保護方策で除去又は低減でき

なかった残留リスクについては、使用上の情報に含めて提供すべきものとして

いること。

イ 機械を労働者に使用させる事業者が法第28条の2に規定する危険性又は有害
性等の調査等を適切に実施するためには、機械の製造等を行う者から当該機械

の使用について必要な情報が提供されることが不可欠であることから、指針第2
の6の(1)のウに従い、機械の製造等を行う者が、当該機械を譲渡又は貸与され
る者に対し、使用上の情報を適切な方法により提供することが重要であること。

４ 機械を労働者に使用させる事業者の実施事項について

(1) 機械を労働者に使用させる事業者においては、当該機械の製造等を行う者から
提供される使用上の情報を確認し、法第28条の2の規定による機械に係る危険性
又は有害性等の調査を実施するとともに、調査の結果に基づく適切な保護方策を

検討し実施することが必要であること。

(2) 保護方策の優先順位については、指針第3の8の(1)のとおりであり、コストが
上昇する又は操作性が低下する等の理由から安易に優先順位の低い保護方策に頼

ることは適当ではないこと。


